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2021年６月15日

株　主　各　位
大阪市西区阿波座一丁目３番15号

関電不動産西本町ビル
バ ル テ ス 株 式 会 社
代表取締役社長 田 中 真 史

第17期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
上げます。
　なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、当日のご来場は控えていただきますよう強くお
願い申し上げます。当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、2021年６月29日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月30日（水曜日）　午後２時
２．場 所 大阪市中央区今橋二丁目５番８号　トレードピア淀屋橋19Ｆ

ＴＫＰガーデンシティ大阪淀屋橋　バンケット19Ａ
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご
案内図」をご参照のうえ、お間違いのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第17期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第17期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役１名選任の件

以　上
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.valtes.co.jp/）に掲載
させていただきます。
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「新型コロナウイルス感染症への対応に関するお知らせ」
　新型コロナウイルス感染症の感染予防及び拡散防止のため、株主様の安全を第一に考え、本株主総
会の開催に向けた当社の対応を、以下のとおりとさせていただきます。
　何卒ご理解、ご協力のほどお願い申し上げます。

１．当社の対応について
・本株主総会に出席する取締役、監査役及び運営スタッフは、マスクを着用させていただきます。
・会場入口付近にアルコール消毒液を設置いたします。また、ご来場の株主様はマスクの持参・着

用をお願い申し上げます。
・会場の座席は一定の間隔を空けた座席配置を検討しており、十分な座席数が確保できない可能性

がございます。そのため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございます。
・本株主総会の議事は、所要時間を短縮するため報告事項等を簡潔に説明させていただきます。
・ご出席の株主様へのお土産の配付はございません。

２．株主様へのお願い
・感染リスクを避けるため、書面による議決権行使をご利用いただき、当日までの健康状態にかか

わらず、本年は株主総会当日のご出席をお控えいただきますようお願い申し上げます。
・株主総会にご来場される株主様におかれましては、アルコール消毒液の使用とマスクの着用をお

願いいたします。
・受付において、体温チェックをさせていただきます。体調不良と見受けられる方等には、運営ス

タッフがお声掛けのうえ、ご入場をお控えいただく場合がございますので、あらかじめご了承く
ださい。

・開会後に体調がすぐれないようにお見受けされる方につきましても、運営スタッフがお声掛けす
る場合やご退出をお願いする場合もございますので、あらかじめご了承ください。

・その他、株主様の安全確保及び感染拡大防止のために必要な措置を講じる場合がございます。

なお、今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（アドレス　https://www.valtes.co.jp/）に掲載させていただきますので、ご確認くださ
いますようお願い申し上げます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

( 自　2020年 4 月 1 日
至　2021年 3 月31日 )

１．企業集団の現況
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた経済
活動自粛などの影響により景気が不透明な状況にありますが、一部には弱いながらも企業の景
況感が戻りつつあります。当社グループにおきましても新型コロナウイルス感染症拡大防止を
最優先に考え、可能な限りの在宅勤務の推奨や、感染予防のための衛生用品や検査器具の配布、
またオンライン懇親会補助等従業員のストレス解消を促進する施策を行っております。
　当社グループが属する情報サービス業界は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う社
会環境の変化により、顧客企業の戦略的IT投資の見直しや先送りなど、慎重な動きがみられる
一方で、社会全体の新たな生活様式やビジネス形態としてリモートワークやクラウド環境の導
入、IoT、AI、5Gなどのデジタルトランスフォーメーション（DX）に関連するIT投資を積極
的に行う企業も増加しているなど二極化が進んでおります。
　このような状況の下、当社グループの主力サービスであるソフトウェアテストサービスにお
きましては、情報サービス市場の拡大と、ソフトウェア品質やセキュリティ意識の高まりによ
り着実に成長してきております。一方で、エンジニアの不足が顕在化しており、高度なスキル
を有するエンジニアの確保が重要な課題となっておりますが、当社グループでは、適性のある
業界未経験者を短期間でエンジニアとして戦力化する教育ノウハウと十分な研修体制を有して
おり、採用と教育とを一体化した戦略によりこの問題に対処してきております。
　その結果、当連結会計年度の売上高は5,262,208千円（前期比7.9％増）と堅調に拡大いた
しました。販売促進費の増加はあったものの増収となった影響を受け、営業利益は344,719千
円（同7.2％増）、経常利益は347,492千円（同7.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
は246,644千円（同10.0％増）となりました。
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　セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。
[ソフトウェアテストサービス事業]
　当事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う案件の先送りや規模縮小の影響が
一部ではみられましたが、当事業の主力であるエンタープライズ領域における新規顧客の増加
及び既存顧客との取引拡大が継続していることや、コロナ後を見据えたMaaS※分野向けの売
上が伸張したことなどにより、外部顧客に対する売上高は4,795,511千円（前期比8.3％増）
と堅調に推移し、セグメント利益は362,400千円（同8.7％増）となりました。
※Mobility as a Serviceの頭文字をとったもの。すべての交通手段によるモビリティ（移動）を1つ

のサービスとしてとらえ、シームレスにつなぐ新たな「移動」の概念。

[Web/モバイルアプリ開発サービス事業]
　当事業においては、セキュリティ・脆弱性診断に係る売上が伸張したことに加え、保守売上
が堅調に推移したことや株式会社アール・エス・アールを新規連結したことなどにより、外部
顧客に対する売上高は448,271千円（前期比7.6％増）となりました。利益につきましては、
一部の請負案件で採算が悪化したことなどにより、セグメント利益は49,557千円（同21.6％
減）となりました。

[オフショアサービス事業]
　当事業においては、フィリピンにて新型コロナウイルス感染症拡大によるロックダウンが
2020年３月中旬より継続されておりますが、在宅勤務環境の整備などに注力した結果、同年
８月以降はほぼ通常通りの営業活動を行っております。外部顧客に対する売上高は18,425
千円（前期比39.1％減）となりましたが、当社を窓口とする日本企業との取引が堅調に推移
し、案件の採算が改善したことによりセグメント利益は11,235千円（前連結会計年度は9,063
千円のセグメント損失）となりました。
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⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は、127,254千円でありま
す。
　その主なものは、当社が運営するソフトウェア品質向上のためのプラットフォームである
Qbookの構築、業績管理体制の強化を目的とした新基幹システム導入に係るものであります。

⑶　資金調達等の状況
　当社は、第三者割当による第３回新株予約権を発行し、割当先との間で、2020年12月28日付
にて本新株予約権に係る引受契約を締結いたしました。
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⑷　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
(2018年３月期)

第 15 期
（2019年３月期)

第 16 期
（2020年３月期)

第 17 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高(千円) － 3,279,146 4,875,865 5,262,208
経 常 利 益(千円) － 187,182 323,046 347,492
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(千円) － 147,961 224,138 246,644

１株当たり当期純利益 (円) － 25.08 33.25 35.65
総 資 産(千円) － 1,167,780 2,089,992 2,541,485
純 資 産(千円) － 414,708 1,246,634 1,498,744
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － 70.29 180.26 215.95

（注）１．当社では、第15期より連結計算書類を作成しております。
２．１株当たり当期純利益は自己株式を控除した、期中平均発行済株式総数により算出しております。
３．１株当たり純資産は自己株式を控除した、期末発行済株式総数により算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
(2018年３月期)

第 15 期
(2019年３月期)

第 16 期
(2020年３月期)

第 17 期
(当事業年度)
(2021年３月期)

売 上 高(千円) 2,137,592 2,955,620 4,435,546 4,805,754
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(千円) △2,132 151,063 256,089 320,977

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）(千円) △988 108,014 178,102 229,979

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） (円) △0.17 18.31 26.42 33.24

総 資 産(千円) 819,343 1,063,395 1,918,568 2,233,318
純 資 産(千円) 268,339 376,354 1,162,787 1,400,039
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 45.48 63.79 168.13 201.69

（注）１．１株当たり当期純利益又は当期純損失は自己株式を控除した、期中平均発行済株式総数により算出し
ております。

２．１株当たり純資産は自己株式を控除した、期末発行済株式総数により算出しております。
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⑸　対処すべき課題
　当社グループが属する情報サービス業界は、中長期的に成長トレンドが継続するものと考えております。
一方で、新型コロナウイルス感染症拡大により、顧客企業の戦略的IT投資戦略には少なからず影響を及ぼし
ており、また変異株の発生拡大など引き続き情勢は不透明な環境にあります。しかしながら、ワクチン接種
を始めとする感染拡大防止策により、今後徐々に景気は持ち直しに向かうことが期待されます。
　このような経営環境の中で、当社グループは今後更なる成長を実現する上で以下の事項を経営課題として
重視しております。

①新規技術の開発
　当社グループの主力事業であるソフトウェアテストサービスの市場は、他社との競合が激しく、高いソ
フトウェアテスト技術力を有する高単価な人材によるソフトウェアテストサービスを提供することにより、
競合他社との見積価格差が大きくなることが事業拡大の大きな課題と認識しております。そのため、競合
他社との差別化を更に図るべく、効率的なソフトウェアテスト技術の開発が課題と捉え、ソフトウェアテ
ストの自動化開発及びソフトウェアテストツール開発へ努めて参ります。また、ソフトウェアテストにお
けるプロジェクトに有用な技術を開発することで、事業拡大を図って参ります。

②ソフトウェアテスト市場の拡大
　2019年情報通信業基本調査（総務省・経済産業省）によると、日本のソフトウェア業売上高は約15.5
兆円に上ると試算されております。また、ソフトウェア開発分析データ集2020（独立行政法人情報処理機
構（IPA））では、ソフトウェア開発におけるテスト工程は約37％と試算されており、これらの数値と上
流の設計書レビューなどのテストも加味し類推すると市場規模としては5.5兆円以上存在すると推測され
ますが、ソフトウェアのテスト工程の多くは、顧客内で行うか、ソフトウェア開発会社がテストも行って
おります。これらのテスト工程をソフトウェアテスト専門会社へアウトソースする必要性を広めることが
市場拡大へも繋がり、当社業績向上にも繋がると考えております。
　そのために、ソフトウェアテストの専門性を広めるべく、ソフトウェア品質向上のためのプラットフォ
ームQbook（※１）を運営し、品質向上のための勉強用コラム発信や品質資格の模擬試験の提供などを行
い、ソフトウェアテストの専門性を広めるとともに、運営者として当社の技術力アピールも行っておりま
す。また、ソフトウェアテストに関する技術書の出版や展示会（Japan IT Week（※２）等）への出展を
通じて最新の技術を発表することでソフトウェアテストの専門性及び当社技術力を示すなど、認知向上、
市場拡大へ取り組んでおります。
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③人材の確保
　当社グループが継続的に企業価値を向上させていくためには、高い専門性を有する優秀な人材、特に優
秀なITエンジニアの確保及び将来を担う人材の育成が経営上の重要課題であります。
　そのため、当社グループでは、通常の採用手法も取りつつ、リファラル採用や人材募集の登録型サイト
の運営といった、多様な採用チャネルで採用を進め、新卒、未経験者には２か月、キャリアには１か月の
教育期間を設け、ソフトウェアテストの技術を徹底的に学ばす充実した社内研修システムを確立、成長戦
略に必要な優秀な人材の確保に繋げております。これらは成長戦略の要の一つでもあるため、今後も継続
的に取り組んで参ります。

④グループシナジーの強化
　当社グループは、品質向上のトータルサポート企業をスローガンとし、当社が提供するソフトウェアテ
ストサービス事業を中心に、バルテス・モバイルテクノロジー株式会社及び株式会社アール・エス・アー
ルが提供するWeb/モバイルアプリ開発サービス事業、VALTES Advanced Technology,Inc.が提供する
オフショアサービス事業があります。
　近年、モバイル端末はパソコンの出荷量を超え、デバイス市場が中心となっております。また、日本企
業のグローバル化などが進み、海外で子会社を設立し事業展開する企業が増えております。そして、モバ
イル端末の普及と技術の発展により、モバイル端末におけるセキュリティや品質は益々重要なものと位置
付けられ、当社グループが提供するソフトウェアテストサービス事業との連携によるWeb/モバイルアプ
リ開発サービス事業は益々需要が増すものと考えております。また、日本企業のグローバル化に伴う英語
圏でのソフトウェアテスト及び開発の需要も増すものと考えており、その市場ニーズに対する迅速で柔軟
な対応が必要と考えております。そのために、当社グループ３社のそれぞれの強みを活かした共同での提
案、受注のシナジーを強化することが事業拡大の課題と認識しております。
　当社グループでは、共同の品質教育に加え、それぞれの強みを活用する前提での顧客提案やシナジー強
化のための４社連携強化に努めて参ります。

※1　Qbook
当社が運営するソフトウェア品質向上のためのプラットフォーム。URL　https://www.qbook.jp/
“品質”を意味する「Quality」と、”知識の源”を意味する「book」に由来し、ソフトウェア開発やテストに
関わる人に向けて、現場で役立つ情報を発信するWebサイト。日々の知識向上に繋げるコラム提供やソフ
トウェア品質の勉強用書籍の検索など、品質のスキルアップや現場の仕事で活用できるコンテンツを掲載。

※2　Japan IT Week
東京ビッグサイト等で開催される最新のIT製品・ソリューションが一堂に集まる日本最大のIT展示会。
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⑹　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
（ソフトウェアテストサービス事業）
　当事業は主に当社が運営するソフトウェアテスト、ソフトウェアテストコンサルティング、ソ
フトウェアテストセミナー等で構成されております。

（Web/モバイルアプリ開発サービス事業）
　当事業は連結子会社であるバルテス・モバイルテクノロジー株式会社が運営するWebアプリ及
びモバイルアプリ開発、Webアプリ・モバイルアプリのセキュリティ診断（脆弱性診断）、株式
会社アール・エス・アールが運営するコンピュータソフトウェアの開発及び販売、システムの開
発請負及び開発要員派遣等で構成されております。

（オフショアサービス事業）
　当事業は連結子会社であるVALTES Advanced Technology,Inc.が運営する、当社を窓口とし
た日本企業や在比日系企業に向けたソフトウェアテストサービスとソフトウェア開発サービス等
で構成されております。
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⑺　主要な事業所及び使用人の状況（2021年３月31日現在）
①　主要な事業所

（当社）
大阪本社　　　：大阪府大阪市
東京本社　　　：東京都千代田区
名古屋オフィス：愛知県名古屋市
福岡オフィス　：福岡県福岡市

（子会社）
バルテス・モバイルテクノロジー株式会社
本社　　　　　：大阪府大阪市

株式会社アール・エス・アール
本社　　　　　：広島県広島市

VALTES Advanced Technology,Inc.
本社　　　　　：Makati City, Philippines

②　使用人の状況（2021年３月31日現在）
企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト 名 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減
ソフトウェアテストサービス事業 334（126）名 73名増　 （3名減）
W e b / モ バ イ ル ア プ リ
開 発 サ ー ビ ス 事 業 66（19） 22名増　 （16名増）

オ フ シ ョ ア サ ー ビ ス 事 業 28（0） 2名増　 （増減なし）
報 告 セ グ メ ン ト 計 428（145） 97名増　 （13名増）

全 社 （ 共 通 ） 61（12） 9名増　 （3名増）
合 計 489（157） 106名増　 （16名増）

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（有期雇用）は、平均臨時雇用人員を(　)外数で記載し
ております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、管理部門に所属している者であります。
当社の使用人の状況

使　用　人　数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
390（136）名 77名増（2名減） 32.9歳 3.5年

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（有期雇用）は、平均臨時雇用人員を(　)外数で記載してお
ります。

－ 10 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

⑻　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

バルテス・モバイルテクノロジー株式会社 50,000千円 100.0％
モバイルデバイス向けアプ
リケーション開発
セキュリティ診断

株 式 会 社 ア ー ル ・ エ ス ・ ア ー ル 10,000千円 100.0％
コンピュータソフトウェア
の開発及び販売
システムの開発請負
開発要員派遣

VALTES Advanced Technology,Inc. 10,000千ペソ 96.8％
ソフトウェアテスト及びモ
バイルデバイス向けアプリ
ケーション開発

⑼　主要な借入先及び借入額（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 広 島 銀 行 100,004

RIZAL COMMERCIAL BANKING CORPORATION（Philippines） 55,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 40,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 20,000

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 8,639
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2021年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 28,600,000株
②　発行済株式の総数 7,150,000株（うち自己株式229,310株）
③　株主数 4,630名
④　大株主の状況（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

田 中 真 史 3,490,600株 50.44％

バ ル テ ス 社 員 持 株 会 615,000株 8.89％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 証 券 投 資 信 託 口 ） 110,300株 1.59％

大 薗 雅 嗣 109,956株 1.59％

西 村 祐 一 85,767株 1.24％

JPMBL RE NOMURA INTERNATIONAL 
P L C  1  C O L L  E Q U I T Y 77,100株 1.11％

野 村 證 券 株 式 会 社 64,400株 0.93％

城 野 親 徳 60,000株 0.87％

中 山 慶 一 郎 57,800株 0.84％

楽 天 証 券 株 式 会 社 48,600株 0.70％

（注）１．自己株式229,310株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
区 分 株 式 数

（株）
交 付 対 象 者 数

（名）
取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

1,690
（－）

3
（－）

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２．（3）②取締役及び監査役の報酬等の総額」に記載してお
ります。
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⑵　新株予約権等の状況
　①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
予約権の状況

第１回新株予約権 第２回新株予約権
発行決議日 2015年３月24日 2016年11月14日
新株予約権の数 113個 250個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　11,300株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式　　　　　25,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり7,500円
（１株当たり 75円）

新株予約権１個当たり7,700円
（１株当たり 77円）

権利行使期間 2019年３月29日から
2023年３月28日まで

2020年11月15日から
2024年11月14日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　 100個 新株予約権の数　　　 250個
目的となる株式数　10,000株 目的となる株式数　25,000株
保有者数　　　　　　　１人 保有者数　　　　　　　３人

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　５個 新株予約権の数　　　　－個
目的となる株式数　　 500株 目的となる株式数　　　－株
保有者数　　　　　　　１人 保有者数　　　　　　　－人

監 査 役
新株予約権の数　　　　８個 新株予約権の数　　　　－個
目的となる株式数　　 800株 目的となる株式数　　　－株
保有者数　　　　　　　１人 保有者数　　　　　　　－人

（注）行使の条件
１　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において

も、当社又は当社子会社の取締役、監査役、使用人又は顧問、社外協力者その他これに準
ずる地位を有していなければならない。ただし、新株予約権者が任期満了により退任又は
定年退職した場合、あるいは取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りでは
ない。

２　当社の普通株式が、いずれかの金融商品取引所に上場されていること。
３　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものと

する。
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　②　その他新株予約権等の状況
第３回新株予約権

発行決議日 2020年12月11日
新株予約権の総数 6,500個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　650,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額
総額4,199,000円

（新株予約権１個当たり646円）

行使価額及びその修正条件

当初行使価額2,460円
行使価額は、2020年12月29日以降、本新株予
約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の
株式会社東京証券取引所における当社普通株式
の終値（同日に終値がない場合には、その直前
の終値。）の92％に相当する金額に修正されま
す。ただし、修正後の行使価額が下限行使価額
1,722円を下回ることとなる場合には、下限行使
価額を修正後の行使価額とします。

新株予約権の行使期間 2020年12月29日から2022年12月28日まで
割当方法（割当先） みずほ証券株式会社に対する第三者割当方式
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 田 中 真 史
バルテス・モバイルテクノロジー株式会社　代表取締役
社長
株式会社アール・エス・アール　取締役
VALTES Advanced Technology,Inc. Director

取 締 役 西 村 祐 一 バルテス・モバイルテクノロジー株式会社　取締役
VALTES Advanced Technology,Inc. Director

取 締 役 大 薗 雅 嗣
取 締 役 佐 藤 彰 美

取 締 役 森 　 勇 作 株式会社エバーグリーンエジュケーション　代表取締役
社長

常 勤 監 査 役 小 塚 武 典 株式会社アール・エス・アール　監査役

監 査 役 新 川 大 祐
北斗税理士法人　代表社員
株式会社島精機製作所　社外取締役（監査等委員）
倉敷紡績株式会社　社外取締役（監査等委員）

監 査 役 山 岸 正 和 協和綜合法律事務所　パートナー
（注）１．代表取締役社長　田中真史氏は、2021年４月１日付けで、バルテス・モバイルテクノロジー株式会

社　代表取締役社長から、バルテス・モバイルテクノロジー株式会社　代表取締役会長に就任してお
ります。

２．取締役　西村祐一氏は、2021年４月１日付けで、バルテス・モバイルテクノロジー株式会社　取
締役から、バルテス・モバイルテクノロジー株式会社　代表取締役社長に就任、および2021年４
月１日付けで、株式会社アール・エス・アール　代表取締役社長に就任しております。

３．取締役　森　勇作氏は社外取締役であります。なお、同氏につきましては東京証券取引所に対し、独
立役員として届け出ております。

４．監査役　新川大祐氏及び山岸正和氏は、社外監査役であります。なお、両氏につきましては、東京証
券取引所に対し、いずれも独立役員として届け出ております。

５．監査役　新川大祐氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

６．監査役　山岸正和氏は、弁護士の資格を有しており、法務全般に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

７．当社は社外取締役　森　勇作氏、社外監査役　新川大祐氏及び山岸正和氏との間で、会社法第423条
第1項の損害賠償責任につき、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額をその責任の限度とする旨の契約を締結しております。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、これにより、取締役等が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保
険契約上で定められた免責事項に該当するものを除きます。）等を補填することとしております。当
該保険の被保険者は、当社の取締役、監査役及び子会社役員であり、保険料は全額当社が負担してお
ります。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額
（単位：千円）

区 分 報 酬 等
の 総 額

報酬等の種類別の総額 対象とな
る役員の
員 数
（ 名 ）

基 本
報 酬

業績連動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

70,737
（2,760）

67,695
（2,760）

－
（－）

3,042
（－）

5
（1）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

12,960
（5,250）

12,960
（5,250）

－
（－）

－
（－）

3
（2）

合 計
(う　ち　社　外　役　員)

83,697
（8,010）

80,655
（8,010）

－
（－）

3,042
（－）

8
（3）

（注）１．取締役の報酬限度額は2007年６月27日に開催の第３期定時株主総会において年額300,000千円以内
と決議いただいております。また、当該報酬限度額の範囲内で2020年６月30日に開催の第16期定時
株主総会において、株式報酬の額として年額30,000千円以内、株式数の上限を年40千株以内（社外
取締役は付与対象外）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は2014年３月27日に開催の臨時株主総会において年額14,000千円以内と決議
いただいております。

３．上記基本報酬の額には、確定拠出年金の掛金を含んでおります。
４．非金銭報酬等の内容は譲渡制限付株式報酬であります。また、当事業年度における交付状況は「２．

（1）⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しており
ます。なお、このうち2,281千円は翌事業年度以降に費用計上される見込みであります。
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③　社外役員に関する事項
イ　重要な兼職先と当社との関係

　社外取締役　森　勇作氏は、株式会社エバーグリーンエジュケーションの代表取締役社長で
ありますが、同社と当社との間には特別の関係はありません。
　社外監査役　新川大祐氏は、北斗税理士法人の代表社員、株式会社島精機製作所の社外取締
役（監査等委員）及び倉敷紡績株式会社の社外取締役（監査等委員）でありますが、当該各兼
職先と当社との間には特別の関係はありません。
　社外監査役　山岸正和氏は、協和綜合法律事務所のパートナーであります。当社は同事務所
と法律顧問契約を締結しております。

ロ　当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 森 　 勇 作

当事業年度開催の取締役会18回全てに出席し、教育指導者とし
ての長年にわたる経験と知見、および一般株主の利益保護
を踏まえた観点から取締役会の意思決定の妥当性・適性性
を確保するための発言、助言を行っております。

監 査 役 新 川 大 祐
当事業年度開催の取締役会18回全て及び監査役会15回全てに出
席し、公認会計士としての財務及び会計に関する知識・見地から
発言を行っております。

監 査 役 山 岸 正 和
当事業年度開催の取締役会18回全て及び監査役会15回全てに出
席し、弁護士としての法務全般に関する知識・見地から発言を行
っております。

（注）上記の取締役会のほか、取締役会決議があったものとみなす書面決議を３回行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人
（注）当社の会計監査人でありました有限責任監査法人トーマツは、2020年６月30日に開催の第16

期定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

３．上記以外に前事業年度の監査に係る追加報酬1,150千円を前任会計監査人である有限責任監査法人ト
ーマツへ支払っております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解
任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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⑸　業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　当社は、経営の透明性及び公正な業務の執行を確保するために、内部統制システムをコーポレー
ト・ガバナンスの基本と捉えており、以下のとおり内部統制システムの基本方針を制定し、実効的
な内部統制システムの整備・運用に努めております。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ　当社は、法令等の遵守を経営の最重要課題と位置づけ、「企業行動規範」を策定し、その中

で、当社の役職員が、日々の行動において法令、社内規程などのルールを遵守することはも
ちろんのこと、法令などに抵触しない場合でも、会社が「よき企業市民」として評価される
よう、社会的良識をもって行動する旨を定めます。

ロ　当社の役員は、「企業行動規範」に従い、企業倫理の遵守及び浸透を率先して垂範します。
ハ　当社は代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライア

ンス体制の整備及び問題点の把握・対処に努めます。
ニ　当社の役職員は、「企業行動規範」に従い、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と

は一切の関係を持たないとともに、不当な要求にも妥協せず毅然とした態度で対処します。
ホ　当社は代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、「内部監査規程」に基づき業務全般に関

し、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につき、定
期的に内部監査を実施します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ　株主総会、取締役会、その他の重要な意思決定に係る情報については、文書又は電磁的記録

により適切に保存及び管理を行います。
ロ　情報の保存期間及び保存場所等の保存及び管理に関する体制については、「文書管理規程」

及び「営業秘密管理規程」等の社内規程に定めを置き、これに従います。

－ 19 －



③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　当社は、リスク管理を経営の最重要課題と位置づけ「リスク管理規程」を策定し、その中

で、当社の役職員が、業務上のリスクを積極的に予見し適切に評価するとともに、リスクの
回避、軽減等必要な措置を事前に講じるべきことを定めております。

ロ　代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」は、リスク管理の全社的推進と
リスク管理に必要な情報の共有化を推進します。

ハ　「コンプライアンス委員会」は以下の重大なリスクに備えるための社内態勢を整備します。
1）地震、洪水、事故、火災等の災害により重大な損失を被るリスク
2）役員・使用人の不適正な業務執行により営業活動に重大な支障を生じるリスク
3）基幹ＩＴシステムが正常に機能しないことにより重大な被害を被るリスク
4）その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ　当社は定例取締役会を毎月１回開催し、また、臨時取締役会を必要に応じ随時開催します。

取締役会は、重要事項の決定を行うとともに、代表取締役の職務執行を監督します。
ロ　当社は、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に基づく適正な分業と権限の委譲により、

効率的な職務の執行を確保します。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項

　当社は、監査役の求めがあった場合、監査役の職務を補助する従業員を配置するものとします。

⑥　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助する従業員の任命・異動・人事考課・懲戒等については監査役の承認を要
するものとし、当該従業員は監査役の指揮命令に従うものとします。
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⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、子会社の取締役及び使用人が監査役に報
告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

イ　監査役は、取締役会の他、重要な意思決定が行われる会議への出席が認められています。ま
た、稟議書その他業務執行に関する重要書類を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員に説
明を求めることが認められています。

ロ　取締役は、取締役会において定期的にあるいは、随時その担当する業務の執行状況の報告を
行うものとします。

ハ　当社並びに子会社の取締役及び従業員は、重大なコンプライアンス違反他、会社に著しい損
害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合、直ちに監査役に報告するものとします。ま
た、監査役は必要に応じて、当社並びに子会社の取締役及び使用人に対して報告を求めるこ
とができます。

ニ　内部通報制度に基づく通報又は監査役に対する職務の執行状況その他に関する報告を行っ
たことを理由として、当社並びに子会社の取締役及び従業員に対し不利な取り扱いを行わな
いものとします。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ　監査役の過半数は独立社外監査役とし、対外透明性を担保しています。
ロ　取締役は、監査役の職務の遂行にあたり、必要に応じて弁護士、公認会計士等の外部専門家

との連携を図れる環境を整備します。
ハ　監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めた時は、これに応じます。

⑨　当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ　当社・子会社間等との取引については法令に従い適切に行うとともに、「関係会社管理規

程」を定め、財務状況をはじめとする経営に係る重要事項や取締役の職務の執行に係る事項
について当社に定期的に報告を受け、効率的で適正な業務運営のための管理体制の整備を協
議し支援します。

ロ　子会社の損失の危険の管理に関する体制を整備するため、「コンプライアンス委員会」にお
いて子会社へのリスク管理の推進とリスク管理に必要な情報の共有化を行います。

ハ　子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制を整備するため「企業行動規範」を、共通の行動基準として子会社に周知します。ま
た、子会社の取締役及び従業員による内部通報について、状況が適切に当社に報告される体
制を整備します。
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ニ　当社内部監査責任者は、子会社の業務執行の適正性を確保するために当社子会社に対し内部
監査を実施します。

ホ　当社監査役は、子会社の取締役の職務執行の適正性について監査を実施します。
（2016年10月14日開催の取締役会にて改訂）

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況に関する事項
　当期における当社グループの主な取組みとして、取締役の職務執行につきまして、取締役会を18
回開催し、法令及び定款に定められた事項や経営に関する重要事項の決定、業務執行状況の報告及
び監督を行いました。
　コンプライアンスにつきましては、コンプライアンス委員会を４回開催し、より強固なコンプラ
イアンス管理体制の確立、浸透、定着を図り、内部通報制度の運用状況について等報告を行いまし
た。また、各所管部門において、業務執行における個別リスクの対応を検討し、リスク管理を行っ
ております。
　内部監査につきましては、当社グループを対象に、内部監査計画に基づき執行部門とは独立した
内部監査室が業務遂行状況、コンプライアンスの状況などについて内部監査を実施し報告を行いま
した。
　監査役の監査体制につきましては、監査役会を15回開催し、監査方針及び監査計画の決定、職務
の執行状況の報告を行うとともに、常勤監査役が重要な会議に出席し監査役会などを通じて社外監
査役との情報共有を行いました。また、会計監査人及び内部監査室との情報共有及び監査に関する
報告を受けております。そのほか、代表取締役、各取締役との意見交換を行っております。

（注）　本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しており、記載比率は、表示単位未満を四捨
五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
仕 掛 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 累 計 額
建 物 附 属 設 備 (純 額 )

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品(純額)

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産 ( 純 額 )

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

2,019,231
1,190,497

727,072
15,312
28,118
58,230

522,254
101,283

74,355
△15,157

59,197
97,514

△66,072
31,442
17,959

△7,315
10,643

202,785
68,824

119,849
14,104

7
218,185

79,236
137,622

1,327

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 958,693

買 掛 金 115,723
短 期 借 入 金 125,000
１年内返済予定の長期借入金 21,948
未 払 金 339,604
未 払 法 人 税 等 67,508
未 払 消 費 税 等 121,793
賞 与 引 当 金 127,945
受 注 損 失 引 当 金 3,211
そ の 他 35,959

固 定 負 債 84,047
長 期 借 入 金 76,695
退 職 給 付 に 係 る 負 債 27
そ の 他 7,325

負 債 合 計 1,042,740
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,494,656
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 755,896
利 益 剰 余 金 654,156
自 己 株 式 △5,395

その他の包括利益累計額 △110
為 替 換 算 調 整 勘 定 △110

新 株 予 約 権 4,199
純 資 産 合 計 1,498,744

資 産 合 計 2,541,485 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,541,485
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連 結 損 益 計 算 書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,262,208

売 上 原 価 3,829,607

売 上 総 利 益 1,432,601

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,087,881

営 業 利 益 344,719

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 17

助 成 金 収 入 6,260

為 替 差 益 2,480

そ の 他 1,137 9,897

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,433

支 払 保 証 料 426

新 株 予 約 権 発 行 費 5,264 7,123

経 常 利 益 347,492

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 347,492

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 117,499

法 人 税 等 調 整 額 △16,651 100,848

当 期 純 利 益 246,644

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 246,644
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連結株主資本等変動計算書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 90,000 752,719 407,511 △5,292 1,244,938

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 246,644 246,644

自 己 株 式 の 取 得 △216 △216

自 己 株 式 の 処 分 3,176 113 3,290

新 株 予 約 権 の 発 行 －

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額 (純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － 3,176 246,644 △102 249,717

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 90,000 755,896 654,156 △5,395 1,494,656

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,696 1,696 － 1,246,634

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 246,644

自 己 株 式 の 取 得 △216

自 己 株 式 の 処 分 3,290

新 株 予 約 権 の 発 行 4,199 4,199

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額 (純 額 ) △1,806 △1,806 △1,806

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △1,806 △1,806 4,199 252,110

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △110 △110 4,199 1,498,744
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
全ての子会社を連結しております。
連結子会社の数　　３社
連結子会社の名称
　　バルテス・モバイルテクノロジー株式会社
　　株式会社アール・エス・アール
　　VALTES Advanced Technology, Inc.
　なお、株式会社アール・エス・アールを当連結会計年度から連結子会社に含めております。

⑵　持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、VALTES Advanced Technology, Inc.の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎と
しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産
仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定
額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　６～15年
工具、器具及び備品　４～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

－ 26 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
なお、主な耐用年数は４～７年であります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上してお
ります。

ハ．受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当
該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、損失見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて計上しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した上で、均等償
却しております。

⑦その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式及び自己株式に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 7,150,000 － － 7,150,000

合計 7,150,000 － － 7,150,000

自己株式

普通株式 234,200 100 4,990 229,310

合計 234,200 100 4,990 229,310

⑵　配当に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
普通株式 695,200株

３．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金その他比較的安全性の高い金融商品に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２カ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、一部を固定金利で調達することによ
りリスクの軽減を図っております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク(取引先の債務不履行等に係るリスク)の管理

　社内規程に従い、営業債権について営業部門及び管理部門が定期的にモニタリングを行い管理してお
ります。

ロ．資金調達に係る流動性リスク(期日に支払できなくなるリスク)の管理
　管理部門において適時に資金繰り計画を作成し、キャッシュポジションを把握・管理して流動性を確
保しております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 1,190,497 1,190,497 －

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 727,072 727,072 －

資 産 計 1,917,569 1,917,569 －

買 掛 金 115,723 115,723 －

未 払 金 339,604 339,604 －

短 期 借 入 金 125,000 125,000 －

長期借入金（１年内返済予定の
ものを含む） 98,643 98,517 △125

負 債 計 678,970 678,844 △125

（注）　金融商品の時価の算定方法に関する事項
①　現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払金並びに短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
②　長期借入金（１年内返済予定のものを含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定しております。
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４．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 215円95銭
１株当たり当期純利益 35円65銭

５．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

６．企業結合等関係に関する注記
取得による企業結合
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    株式会社アール・エス・アール
事業の内容          コンピューターソフトウェアの開発及び

システムの開発請負及び開発要員派遣等
（2）企業結合を行った主な理由

当社グループが未開拓となっている地域の人材確保を行い、展開中のWeb／モバイルアプリ開発サ
ービスとの相乗効果にて、サービス提供の充実による事業拡大が見込めると判断したため。

（3）企業結合日
2020年８月31日（株式取得日）
2020年９月30日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称
名称の変更はありません。

（6）取得した議決権比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の100％を獲得したためであります。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
　2020年10月１日から2021年３月31日まで
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３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金及び預金 80,000千円
取得原価 80,000千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　5,000千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

71,197千円
（2）発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。
（3）償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその内訳
流動資産 145,078千円
固定資産 2,760
資産合計 147,839
流動負債 58,956
固定負債 80,080
負債合計 139,036

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響額が軽微であるため、記載を省略しております。
なお、当該影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
仕 掛 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 累 計 額
建 物 附 属 設 備 (純 額 )

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品(純額)

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産 ( 純 額 )

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金

1,620,374
907,820

7,392
647,129

3,002
31,815
23,214

612,943
99,363
72,162

△12,964
59,197
89,940

△60,418
29,522
17,959

△7,315
10,643

145,284
131,180
14,096

7
368,295
165,000

50
1,267

124,046
77,931

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 805,214

買 掛 金 121,097
短 期 借 入 金 70,000
未 払 金 304,691
未 払 費 用 16,680
未 払 法 人 税 等 57,097
未 払 消 費 税 等 108,327
預 り 金 8,513
賞 与 引 当 金 114,489
リ ー ス 債 務 4,316

固 定 負 債 28,064
退 職 給 付 引 当 金 27
債 務 保 証 損 失 引 当 金 20,712
リ ー ス 債 務 7,325

負 債 合 計 833,278
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,395,840
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 755,896

資 本 準 備 金 265
そ の 他 資 本 剰 余 金 755,630

利 益 剰 余 金 555,340
利 益 準 備 金 590
そ の 他 利 益 剰 余 金 554,750

繰 越 利 益 剰 余 金 554,750
自 己 株 式 △5,395

新 株 予 約 権 4,199
純 資 産 合 計 1,400,039

資 産 合 計 2,233,318 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,233,318
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損　益　計　算　書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,805,754

売 上 原 価 3,482,551

売 上 総 利 益 1,323,202

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,041,408

営 業 利 益 281,793

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10

受 取 手 数 料 19,628

受 取 賃 貸 料 9,983

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 10,342

そ の 他 5,093 45,057

営 業 外 費 用

支 払 利 息 483

支 払 保 証 料 125

新 株 予 約 権 発 行 費 5,264 5,873

経 常 利 益 320,977

税 引 前 当 期 純 利 益 320,977

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 101,445

法 人 税 等 調 整 額 △10,446 90,998

当 期 純 利 益 229,979
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株主資本等変動計算書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 90,000 265 752,454 752,719 590 324,771 325,361

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 229,979 229,979

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 3,176 3,176

新 株 予 約 権 の 発 行

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,176 3,176 － 229,979 229,979

当 期 末 残 高 90,000 265 755,630 755,896 590 554,750 555,340

株 主 資 本
新 株 予 約 権 純 資 産

合 計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △5,292 1,162,787 － 1,162,787

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 229,979 229,979

自 己 株 式 の 取 得 △216 △216 △216

自 己 株 式 の 処 分 113 3,290 3,290

新 株 予 約 権 の 発 行 － 4,199 4,199

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 △102 233,052 4,199 237,251

当 期 末 残 高 △5,395 1,395,840 4,199 1,400,039
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個別注記表
１．重要な会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産
仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　６～15年
工具、器具及び備品　４～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
なお、主な耐用年数は４～７年であります。

⑶　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．債務保証損失引当金
　関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を
計上しております。

ニ．退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　保証債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。
株式会社アール・エス・アール 90,004千円
VALTES Advanced Technology,Inc. 55,000
債務保証計 145,004
債務保証損失引当金 △20,712
差引 124,291

⑵　関係会社に対する金銭債権・債務
関係会社に対する短期金銭債権 7,993千円
関係会社に対する短期金銭債務 23,370

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 10,242千円
売上原価 90,065
販売費及び一般管理費 20,744
営業取引以外の取引 29,611

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 229,310株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 39,498千円
未払事業税 5,759
債務保証損失引当金 7,145
関係会社株式 39,407
ソフトウエア償却超過額 68,137
その他 13,529
繰延税金資産小計 173,479
評価性引当額 △49,433
繰延税金資産合計 124,046
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６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称又は氏名 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

バルテス・モバイルテクノロ
ジー株式会社

所有
直接100.0％

役員の兼任
業務の委受託
事務所の賃貸

ソフトウエア開発
委託（注１） 25,620 未払金 －

株式会社アール・エス・アー
ル

所有
直接100.0％

役員の兼任
業務の委受託
事務所の賃貸
債務保証

債務保証 90,004 － －

VALTES Advanced
Technology,Inc.

所有
直接96.8％

役員の兼任
債務保証

債務保証
（注２） 55,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）委託費用については、市場価格から算定した価格及び子会社から提示された総原価を検討のうえ決

定しております。
（注２）債務保証に対し、被保証先の財政状態を勘案して、債務保証損失引当金20,712千円及び債務保証

損失引当金戻入額10,342千円をそれぞれ計上しております。
（注３）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

⑵　役員及び個人主要株主等
　該当事項はありません。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 201円69銭
１株当たり当期純利益 33円24銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年5月13日
バルテス株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　　　大　阪　事　務　所

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 西 田 順 一 ㊞
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 福 島 康 生 ㊞
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、バルテス株式会社の2020年４月１日から2021年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、バルテス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年5月13日
バルテス株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　　　大　阪　事　務　所

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 西 田 順 一 ㊞
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 福 島 康 生 ㊞
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、バルテス株式会社の2020年４月１日から
2021年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。　
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第17期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、インターネット等を経由した手段も活用

しながら、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、インターネット等を経由した手段も活用しながら、以下の方法
で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
　（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

　（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（3）　連結計算書類の監査結果
　　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月20日
バ ル テ ス 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 小 塚 武 典 ㊞
社 外 監 査 役 新 川 大 祐 ㊞
社 外 監 査 役 山 岸 正 和 ㊞

以　上
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議案　取締役１名選任の件
　コーポレートガバナンス強化の観点から取締役１名を増員、選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

新任

か く

角
だ

田
まこと

誠
(1975年７月18日)

1998年 ４月 株式会社クリスタル　入社

10,600株

1999
2003

年
年

10
４

月
月

株式会社光通信　入社
アデコキャリアスタッフ株式会社　入社

2006年１ 月 当社　入社
2008年４ 月 当社東日本テスト部　部長
2009
2009

年
年

２
６

月
月

当社東日本営業部　部長（兼任）
当社新規事業推進担当　部長

2011年４ 月 第2ソフトウェアテスト部　部長
2014年４ 月 VALTES Advanced Technology,Inc. 

Director
2015年４ 月 当社ソフトウェアテスト部　部長

バルテス・モバイルテクノロジー株式会
社開発部　部長

2015年10月 当社営業部オフショア　担当部長
2017年４ 月 当社コンサルティング部　担当部長
2017年10月 当社ソフトウェアテスト部　部長
2020年４ 月 当社第４ソフトウェアテスト事業部　

事業部長
2020

2021

年

年

５

4

月

月

VALTES Advanced Technology,Inc. 
Pesident（現任）
当社R&D事業部　事業部長（現任）
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（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が職務の執行に関し責任を負

うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって負担することになる損害を当該保険契約
により塡補することとしております。

　　候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
　　また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：大阪市中央区今橋二丁目５番８号　トレードピア淀屋橋19Ｆ
ＴＫＰガーデンシティ大阪淀屋橋　バンケット19Ａ
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川堀佐土 川堀佐土

日土地
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日本生命本店東館日本生命本店東館
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スクエア
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京阪淀屋橋
ホテル
京阪淀屋橋

北浜
郵便局
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ホテル大阪淀屋橋
三井ガーデン
ホテル大阪淀屋橋
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ライフプラザ
本店

ニッセイ
ライフプラザ
本店

N

トレードピア淀屋橋
8番出口

19番出口

2番出口

北浜2

北浜1

今橋1

京阪本線
北浜駅

京阪本線
淀屋橋駅

交通 大阪メトロ御堂筋線 「淀屋橋駅」８番出口 徒歩５分
京阪本線 「淀屋橋駅」19番出口 徒歩５分
大阪メトロ堺筋線 「北浜駅」　２番出口 徒歩５分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


